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北海道から全国へ

コンブ 〈大沼国定公園〉 

水辺環境の保全・創出 

 

 
コンブ
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国産供給熱量

（H27）

農業産出額

（H28）

耕地面積

（H29）

・芽室川（芽室町）、ペケレベツ川（清水町）、パンケ新得川（新得町）、沙流川（日高町）など

■災害復旧事業の促進

市街地浸水
土砂堆積

農地流出

市街地土砂堆積

市街地浸水

河岸侵食
家屋流出
橋梁崩落

溢水

家屋流出

芽室川（芽室町）の洪水被害 ペケレベツ川（清水町）の洪水被害

安全・安心 食の安定供給に貢献 安全・安心 観光立国実現に貢献

●洪水と水不足から地域や農地を守る
ダム建設の推進

●洪水から農地などを守る河川整備の推進
・石狩川（千歳川流域など）、
十勝川、天塩川などの直轄河川

・厚真川（厚真町）、厚沢部川（厚沢部町）、
古丹別川（苫前町）、藻琴川（網走市）など

・佐幌ダム（新得町）、平取ダム（平取町）
雨竜第1・第2ダム（幌加内町）、
新桂沢ダム・三笠ぽんべつダム（三笠市）

・十勝岳（美瑛町・上富良野町）など

●火山泥流、土石流などから農地などを
守る土砂災害対策の推進

道民の安全・安心な暮らしを守り 食の安定供給・観光立国実現に貢献
■我が国最大の安全・安心な食料供給地域を保全

最大の食料供給地域北海道の地域特性
・食料自給率

２２１％
（ｶﾛﾘｰﾍﾞｰｽ

H27年度
概算値）

我が国における
食料の安定供給
に大きく貢献

●洪水から地域を守る河川整備の推進

●火山泥流、土石流、地すべり、がけ崩れなどから
地域を守る土砂災害対策の推進

日本最大の湿原「釧路湿原」周辺地域の
安全を確保 別保川（釧路町）

湿原の神様タンチョウが生息する「釧路湿原」の環境を保全
久著呂川（標茶町ほか）

釧路湿原

久
著
呂
川

「北海道駒ヶ岳」周辺の道南
観光地域の安全を確保

北海道駒ヶ岳
（森町）

人気ランキング（H29）

世界的に人気の高い観光地「札幌市」の
安全を確保 望月寒川（札幌市）

■観光を支える様々な地域の安全を確保

〈ニセコ ラフティング〉 

⑧

外国人延べ宿泊者数（H29）

※中国・台湾・香港・韓国・タイ・シンガポール・マレーシア・インドネシア

左： DBJ・JTBFアジア・欧米豪 訪日外国人旅行者の意向調査（(株)日本政策投資銀行）

右：宿泊旅行統計調査_都道府県別外国人延べ宿泊者数（観光庁）

土石流を捕捉し、観光地「利尻島」の安全を確保
オチウシナイ川（利尻富士町）

捕捉前

捕捉後

北海道の地域特性

1割が北海道！

訪日外国人旅行者の推移

河川景観の向上及び安全な親水空間
を創出 雨煙別川（栗山町）

■自然豊かな水辺環境づくり

北海道新幹線

新幹線沿線の保全及び環境整備が重要

【 】概要版（治水） 平成 ３１ 年度 治水関係事業に関する提案・要望

至 大通公園

国道12号

至 旭川市

●自然再生事業や良好な水辺環境の保全・創出の推進

食

安全・安心

観光

■既存ストックの長寿命化■総合的な防災・減災対策

大豆等の生産が盛んな地域
における洪水被害防止
石狩川（千歳川流域など）

玉ねぎ等の生産が盛んな地域
における洪水被害防止

藻琴川（網走市）

じゃがいも(メークイン)発祥の地
における洪水被害防止

厚沢部川（厚沢部町）

●河川管理施設等・砂防関係
施設の長寿命化の推進

●「水防災意識社会」の再構築
に向けた水害対策の推進

改築を実施する
土留柵
釧路桂恋２（釧路市）

門扉などの補修・更新
などを行う樋門
剣淵川（士別市ほか）

そばの生産が盛んな地域
におけるダム再生の新規要望

佐幌ダム（新得町）

北海道農業の全国シェア

・耕地面積

２６％

・農業産出額

１３％

・国産供給熱量

２４％

（千ha）

（億円）

（kcal/人・日）

※農林水産省HP北海道における農業形態、北海道開発局HPなどにより作成

・望月寒川（札幌市）、別保川（釧路町ほか）など

・オチウシナイ川（利尻富士町）、北海道駒ヶ岳（森町）など

・久著呂川（標茶町ほか）、雨煙別川（栗山町）など

●は、主な観光地

北海道の１４％が農地

H28.8月の一連の台風被害
では、「宿泊キャンセル5万人、
被害額180億円」
（北海道新聞 H29.4.19より）

久著呂川

土砂調整地
の整備

流入する
土砂量を軽減

釧路湿原へ

土砂堆積⇒陸地化・乾燥化

土砂調整地

イメージ図

〈青い池〉 

台風被害で一時閉鎖となっていた 
100%(318.9万ﾄﾝ) 92%(2.7万ﾄﾝ)

80%(171.5万ﾄﾝ)

53%(392.3万ﾄﾝ)

多くの農畜産物・水産物で全国１位の生産量

68%(84.4万ﾄﾝ)

【道央地域（米 + 畑）】
（石狩、空知、胆振、日高、上川、留萌）
・稲作を中心に畑作・野菜などの農業が展開。

【道東地域（畑作 + 酪畜）】
（オホーツク、十勝）
・畑作での輪作と酪農が中心の農業を展開。

【道東/道北地域（酪農）】
（宗谷、釧路、根室）
・酪農を中心とした農業を展開。

③【道南地域（米+畑）】
（後志、渡島、檜山）
・稲作を中心としつつ、果樹など多様な農業が展開。

旧夕張川
馬追運河

⑤
⑩ ⑨

⑦

⑧

⑥

④①

②

①

③
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⑦

〈新冠川〉

乗馬で川渡り体験
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H23 H24 H25 H26 H27 H28

近年の北海道の月別観光入込客数の推移（5月～10月）

近年増加傾向であったが、

H28は、対前年度比－３％

(千万人)

H28年8月

3つの台風が上陸、

甚大な被害が発生

豊富な観光資源 豪雨災害の影響

●高潮、津波、侵食などから地域を守る
海岸保全施設の整備推進
・霧多布海岸（浜中町）など

④

水害リスク情報共有
のため、危機管理型
水位計の設置を推進

粘り強い堤防整備を推進
し、避難の時間を確保
安平川（安平町ほか）

設置例

97%(0.5万ﾄﾝ)

円グラフは、生産量の全国シェア（農畜産物：H28年値、水産物：H27年値）

99%(1.7万ﾄﾝ)

86%(12.1万ﾄﾝ)

75%(8.3万ﾄﾝ)

土砂調整地により

釧路湿原の陸地化・

乾燥化の一因となる

土砂流入を軽減

整備前⑩
キャンプ場

②

順位

1位

2位

3位

4位

5位 京都

アジア８地域(※)

東京

北海道

富士山

大阪

整備後イメージ
キャンプ場

北海道
264万人

政府目標
4,000万人

道の目標値
500万人

※北海道観光入込客数調査（北海道）
訪日外客数の動向（JNTO）

日本

北海道

H25 H26   H27    H28  H29             H32

豊富な観光資源と豪雨災害の影響

都道府県 延べ宿泊者数(人泊)

東京都 18,644,560

大阪府 10,834,950

北海道 6,996,870

京都府 4,828,650

日本全体 71,804,750

(北海道建設部土木局河川砂防課）  



●洪水浸水想定区域図調査等に対する交付金制度の創設

●粘り強い構造の堤防の整備推進に係る制度の創設

●小規模な河川改修事業に係る制度の創設

●準用河川改修事業に係る採択要件の緩和

●災害復旧対応業務における財政支援の拡充

●津波防災に係る財政支援の充実・強化

●災害復旧事業に係る設計変更に関する取扱いや手続きの効率化

●北海道開発の枠組みの堅持

●土砂法に基づく基礎調査の早期完了に向けた国による支援の強化

●維持管理・更新に係る財政支援の充実・強化

●社会資本の長寿命化に係る制度の拡充

（億円）
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河川 ダム 砂防等 海岸

※H9は北海道開発事業費（当初ベース）

歴代最高額（国費9,871億円）の年度

※
～～

・市町村が管理する河川においても浸水被害が発生していることから、実情に合った小規模な河川改修が可能と

なる交付金制度の創設

制度改正などの要望

・長寿命化計画策定対象すべての施設の点検から補修、更新までが交付金の対象となるよう制度の拡充

① 長寿命化計画対象施設となった「河道」「堤防」の追加

②「樋門」「揚排水機場」等の部材に関わらない採択要件の緩和

③ 砂防設備等緊急改築事業の採択要件の緩和

制度改正などの要望

北海道開発予算（当初）における北海道の治水事業費推移

≪制度創設≫

≪交付金制度等の見直し≫

≪地方分権≫

・北海道総合開発計画に基づき、北海道が将来にわたり我が国に貢献していくため、

社会資本整備を総合的かつ着実に推進することができるよう、開発予算の一括計上や北海道特例などの堅持

堤防天端をアスファルト等で
保護し、法肩部の崩壊の進
行を遅らせることにより、決
壊までの時間を少しでも延ば
し、避難のための時間を確保

・早急に整備が必要なことから、L1津波対策に特化した新たな事業を創設するとともに予算の確保

≪交付金制度等の見直し≫
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事業費（百万円）

実施数（箇所）

準用河川改修事業の事業費と実施数の変遷

H23 H24 H25 H26 H27
H23～H27
平均

H28
H28と過去5カ年
平均との比較

（ア） （イ） （イ／ア）

215 190 122 244 154 185 1,227 6.6

H28年災と過去５カ年の被災箇所数（件）

地方負担が大きい
起債充当なし

国

(交付金)

１／３

地方負担

２／３

<現在の基礎調査の国費率>現在の基礎調査の国費率

砂防堰堤の老朽化樹木が繁茂した河道状況

・公共施設等適正管理推進事業債について、対象事業の拡充及び事業要件の緩和

・基礎調査の早期完了に向けて、国費率の嵩上げ、起債充当などの支援

・地形情報の提供など国による技術的な支援

・軽微な変更の上限拡大（３割かつ１千万円未満→３割かつ５千万円未満）

・既存制度「査定設計委託費等補助」の改正

・実情に合った小規模な改修を実施できないため、

総事業費４億円以上等の採択要件の緩和

・河川の越水等が発生した場合でも、決壊までの時間を

少しでも引き延ばし被害軽減を図るため、いわゆる

粘り強い構造の堤防の整備を河川改修事業実施箇所

以外でも推進できるよう、交付金制度の創設

・水防法の改正や近年の災害を踏まえ、新たに「想定し得る最大規模の降雨」を前提とした、洪水浸水想定区域図

の作成が必要なことから、そのための調査にかかる交付金制度の創設

対象箇所数 完了箇所 実施率

全 国 662,958 574,582 87%

北海道 11,800 7,999 68%

全 国 662,958 531,251 80%

北海道 11,800 5,240 44%

基礎調査

区域指定

区 分

基礎調査対象箇所と基礎調査・区域指定実施状況（平成30年3月末）

H30の治水事業費は、
H9の約３８％

安平川（安平町ほか）
あ び ら


